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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自  平成24年３月１日

至  平成24年８月31日

自  平成25年３月１日

至  平成25年８月31日

自  平成24年３月１日

至  平成25年２月28日

売上高 （百万円） 19,134 17,450 35,974

経常利益 （百万円） 333 170 465

四半期（当期）純利益 （百万円） 212 92 274

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 200 134 278

純資産額 （百万円） 9,610 9,711 9,689

総資産額 （百万円） 15,975 14,633 15,388

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 4.21 1.72 5.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 3.48 1.51 4.33

自己資本比率 （％） 60.2 66.4 63.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △864 △337 365

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 989 1,786 175

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △132 △1,136 △654

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 371 585 265

　

回次
第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年６月１日

至  平成24年８月31日

自  平成25年６月１日

至  平成25年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.27 1.54

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３　当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。これに伴い、前連結

会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株あたり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

また、主要な関係会社についてもありません。

　

　
第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成25年３月１日～平成25年８月31日）における我が国経済は、輸出、設備投資お

よび鉱工業生産等において徐々に持ち直しの動きがみられ、全体としては緩やかな回復傾向を示す状況で推移しま

した。しかしながら、機械工具業界を取り巻く経営環境は、国内自動車生産が前年比マイナスの状況が続く等、景

気回復の実感を伴わない厳しいものとなりました。

　
このような状況のもと、当社は、「中期経営計画Change2013」の最終年度として、事業施策を着実に展開すべ

く、国内においては、設立60周年を記念した販促企画等により、当社の強みである切削工具の拡販に引き続き注力

しました。また、切削工具の周辺分野である計測機器についても、平成25年３月より専門組織として計測開発部を

発足させ拡販に努めるとともに、工作機械や環境商品等の販促にも努めました。

一方、海外においては、NAITO VIETNAM（ベトナム）および藤中工具（上海）では、それぞれ現地スタッフを増

員するとともに、SOMAT（タイ）においても出向社員を増員し、各社営業力の強化を図りました。また、インドネ

シアにおいては、本格的な市場調査を開始しております。

　
損益状況については、取り巻く環境の厳しさを背景に、当第２四半期連結累計期間の売上高は174億50百万円

（前年同期比8.8％減）と減収を余儀なくされました。利益面では、経費抑制に努めましたが、減収による売上総

利益の減少を主因に、営業利益は18百万円（同88.7％減）、経常利益は１億70百万円（同48.8％減）、四半期純利

益は92百万円（同56.7％減）となりました。

　
なお、取扱商品別売上高は、下表のとおりです。

　

取扱商品名 売上高（百万円） 前年同期比（％）

切削工具 8,855 △3.8

機械工具 3,891 △14.2

産業機器 3,798 △12.8

工作機械 743 △14.6

その他 160 △1.4

合計 17,450 △8.8
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(2)　財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産、負債および純資産の状況は、以下のとおりです。

　

①資産

総資産は、146億33百万円と前連結会計年度から７億54百万円減少しました。これは、受取手形及び売掛金が

５億６百万円増加、たな卸資産が２億36百万円増加し、短期貸付金が17億99百万円減少したことが主な要因で

す。

　
②負債

負債は、49億22百万円と前連結会計年度から７億76百万円減少しました。これは、支払手形及び買掛金が１

億92百万円増加し、短期借入金が10億円減少したことが主な要因です。

　
③純資産

純資産は、97億11百万円と前連結会計年度から21百万円増加しました。これは、四半期純利益92百万円によ

り利益剰余金が増加し、配当金の支払いにより利益剰余金が１億12百万円減少したこと、およびその他の包括

利益が42百万円増加したことが主な要因です。なお、自己資本比率は66.4％となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益１億70百万円、仕入債務の増加額１億91百万円等の増加要因があったものの、売上

債権の増加額５億５百万円、たな卸資産の増加額２億36百万円等の減少要因により、３億37百万円の支出超過と

なりました（前年同期は８億64百万円の支出超過）。

　

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の減少額17億99百万円等の増加要因により、17億86百万円の収入超過となりました（前年同期は９

億89百万円の収入超過）。

　
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の減少額10億円、配当金の支払額１億12百万円等の減少要因により、11億36百万円の支出超過とな

りました（前年同期は１億32百万円の支出超過）。

　

④ 現金及び現金同等物の増減

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末から３億19百万円

増加し、５億85百万円となりました（前年同期は３億71百万円）。

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

四半期報告書

 4/22



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

（注） 当社は、平成25年４月22日開催の取締役会および平成25年５月21日開催の株主総会の決議に基づき、平成25年９月１日付で普通株式１

株につき10株の株式分割を行い、併せて普通株式の発行可能株式総数を123,799,250株とする定款の変更を行っております。

　

②  【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年10月２日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,478,951 54,789,510
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
10株

(注)１.２.３

第一回優先株式

(当該優先株式は行使価
額修正条項付新株予約
権付社債券等です)

76,493 76,493 非上場・非登録
(注)４.５.６.
７．８．９

計 5,555,444 54,866,003 － －

（注）１ 普通株式は、平成25年４月22日開催の取締役会および平成25年５月21日開催の株主総会の決議に基づき、平成25年９月１日付で株式

１株につき10株の株式分割を行っております。これに伴い、平成25年９月１日付で普通株式の発行済株式数は49,310,559株増加し、

54,789,510株となっております。

２ 普通株式は、平成25年７月16日の東京証券取引所と大阪証券取引所の市場統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダー

ド）銘柄に変更となっております。

３ 普通株式は、平成25年４月22日開催の取締役会および平成25年５月21日開催の株主総会の決議に基づき、平成25年９月１日付で単元

株式数を10株から100株に変更しております。

４ 第一回優先株式は、現物出資（借入金の株式化　総額10億円）によって発行されたものです。

５ 第一回優先株式は、金融支援の一環として借入金の株式化を行ったことにより発行されたため、議決権を有しておりません。第一回

優先株式の単元株式数は１株です。

６ 定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

７ 第一回優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債等に関する事項について、権利の行使および売買の所有者との間の取り

決めはありません。

８ 提出日現在の発行数には、平成25年10月１日からこの四半期報告書提出日現在までの第一回優先株式の取得請求権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

９ 第一回優先株式の内容は次のとおりです。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。

（1）発行株式数　　　　100,000株

（2）発行価額　　　　　１株につき10,000円

（3）発行価額の総額　　10億円
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（4）優先配当金

① 優先配当金の額

優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額とする。

　
 　　　　　　第一回優先配当金＝10,000円×（日本円TIBOR＋1.00％）

　
第一回優先配当金は、円位未満少数第１位まで算出し、その少数第１位を四捨五入する。ただし、計算の結果、第一回優先配

当金が１株につき1,000円を超える場合は1,000円とする。

② 優先中間配当金の額

当社は、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対して、中間配当を行わない。

③ 非累積条項

ある営業年度において、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額が、第一回優先配当金の

額に達しないときは、その不足分は翌営業年度以降に累積しない。

④ 非参加条項

第一回優先株主または第一回登録質権者に対しては、第一回優先配当金を超えて配当は行わない。

（5）残余財産の分配

当社の残余財産を分配するときは、第一回優先株主または第一回登録質権者に対し、普通株主または普通登録質権者に先立

ち、第一回優先株式１株につき10,000円を支払う。

第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

（6）買受けまたは消却

当社は、いつでも第一回優先株式を買受け、これを保有し、または株主に配当すべき利益をもって当該買入価格により消却す

ることができる。

当社が、本規定に従って優先株式を買受ける場合、他の種類の株式を有する株主は、商法第210条第７項の請求をなし得ず、

同株主に関する請求権にかかる同条第６項の招集通知の記載を要しない。

（7）議決権

第一回優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

（8）併合または分割、新株引受権等

当社は、第一回優先株式について、株式の併合または分割を行わない。

当社は、第一回優先株主に対し、新株の引受権、新株予約権の引受権、新株予約権付社債の引受権または分離して譲渡するこ

とができる新株予約権および社債の引受権を与えない。

（9）転換予約権

第一回優先株主は、１株につき下記に定める条件により第一回優先株式を当社の普通株式に転換することができる。

① 転換を請求し得べき期間

第一回優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成21年７月１日以降とする。

② 当初転換価額

当初転換価額は、1,076円とする。

③ 転換価額の修正

転換価額は、平成22年３月１日以降、毎年３月１日（以下、それぞれ「転換価額修正日」という。）に、各転換価額修正日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値

のない日を除く。）に修正される。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の70％に相当する金額（以下「下

限転換価額」という。）を下回る場合には下限転換価額をもって、また、修正後転換価額が当初転換価額の100％に相当する金

額（以下「上限転換価額」という。）を上回る場合には上限転換価額をもって修正後転換価額とする。

※平成25年９月１日に転換価額を76円に修正しております。

④ 転換により発行すべき普通株式数

第一回優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

　
転換により発行

＝
第一回優先株式が転換請求のために提出した第一回優先株式の発行価額の総額

すべき普通株式 転換価額

　
発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

⑤ 転換後第１回目の配当

第一回優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求が３月１日から８月31日までにな

されたときには３月１日に、９月１日から翌年２月末日までになされたときは９月１日にそれぞれ転換があったものとみなして

これを支払う。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

第一回優先株式

　
第２四半期会計期間

(平成25年６月１日から平成25年８月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の数（株）
3,246

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 43,050

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 754

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（百万円） －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計（株）
52,146

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
633,290

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
823

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新

株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百万円）
－

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成25年６月１日～
平成25年８月31日
（注）

43,050 5,555,444 ― 2,291 ― 2,285

（注）１　第一回優先株式の取得請求権行使による増加です。

２　平成25年４月22日開催の取締役会および平成25年５月21日開催の株主総会の決議に基づき、平成25年９月１

日付で普通株式１株につき10株の株式分割をしたことに伴い、発行済株式総数残高は49,310,559株増加し、

54,866,003株となっております。
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(6) 【大株主の状況】

① 所有株式数別
平成25年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500 45.00

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 310 5.59

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 309 5.57

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井六丁目17番１号 309 5.56

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308 5.54

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156 2.82

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154 2.78

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154 2.77

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 154 2.77

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 135 2.44

計 ― 4,492 80.87

(注)　発行済株式総数に対する比率は、小数点第３位以下を切捨てして表示しております。

　

② 所有議決権数別
平成25年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の

議決権に対する

所有議決権数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 250,000 45.65

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 31,089 5.67

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 30,949 5.65

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井六丁目17番１号 30,908 5.64

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 30,800 5.62

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 15,689 2.86

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

15,470 2.82

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 15,413 2.81

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 15,403 2.81

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 13,560 2.47

計 ― 449,281 82.04

(注)　総株主の議決権に対する比率は、小数点第３位以下を切捨てして表示しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 76,493 ― (注１)

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 2,790

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,475,890 547,589 (注２)

単元未満株式 普通株式 271 ― ―

発行済株式総数　普通株式 　 5,478,951 ― ―

　　　　　　　　優先株式 　 76,493 ― ―

総株主の議決権 ― 547,589 ―

(注) １　第一回優先株式。内容については、「(1) 株式の総数等、②発行済株式」に記載のとおりです。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式(失念株式)が40株(議決権の数４個)

含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年８月31日現在

所有者の氏名

または名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社NaITO
東京都北区昭和町二丁目
１番11号

2,790 － 2,790 0.05

計 － 2,790 － 2,790 0.05

　(注) 自己株式は普通株式です。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年６月１日から平成

25年８月31日まで）および第２四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 274 606

受取手形及び売掛金 7,956
※１ 8,462

たな卸資産
※２ 2,683 ※２ 2,919

短期貸付金 1,800 0

その他 178 181

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 12,885 12,162

固定資産

有形固定資産 267 253

無形固定資産 48 44

投資その他の資産

差入保証金 1,518 1,471

その他 692 724

貸倒引当金 △25 △22

投資その他の資産合計 2,186 2,173

固定資産合計 2,502 2,471

資産合計 15,388 14,633

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,812 3,004

短期借入金 2,000 1,000

未払法人税等 18 87

賞与引当金 48 77

その他 204 217

流動負債合計 5,083 4,386

固定負債

退職給付引当金 418 367

役員退職慰労引当金 41 31

その他 155 137

固定負債合計 615 536

負債合計 5,699 4,922

純資産の部

株主資本

資本金 2,291 2,291

資本剰余金 2,285 2,285

利益剰余金 5,107 5,086

自己株式 △10 △10

株主資本合計 9,673 9,653

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20 43

為替換算調整勘定 △5 14

その他の包括利益累計額合計 15 58

純資産合計 9,689 9,711

負債純資産合計 15,388 14,633
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

売上高 19,134 17,450

売上原価 17,073 15,583

売上総利益 2,061 1,866

販売費及び一般管理費
※１ 1,901 ※１ 1,848

営業利益 160 18

営業外収益

受取利息 11 12

受取配当金 4 4

持分法による投資利益 15 38

仕入割引 315 262

その他 7 8

営業外収益合計 354 325

営業外費用

支払利息 7 4

売上割引 173 162

その他 0 6

営業外費用合計 180 172

経常利益 333 170

特別損失

固定資産除却損 0 －

投資有価証券評価損 0 －

特別損失合計 0 －

税金等調整前四半期純利益 332 170

法人税、住民税及び事業税 94 81

法人税等調整額 26 △2

法人税等合計 120 78

少数株主損益調整前四半期純利益 212 92

四半期純利益 212 92
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 212 92

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △13 23

為替換算調整勘定 0 8

持分法適用会社に対する持分相当額 0 10

その他の包括利益合計 △12 42

四半期包括利益 200 134

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 200 134
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年３月１日
　至 平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 332 170

減価償却費 40 33

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △49 △51

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △10

受取利息及び受取配当金 △16 △16

持分法による投資損益（△は益） △15 △38

支払利息 7 4

売上債権の増減額（△は増加） △37 △505

たな卸資産の増減額（△は増加） △119 △236

仕入債務の増減額（△は減少） △738 191

未収入金の増減額（△は増加） △2 △24

その他 △26 89

小計 △633 △394

利息及び配当金の受取額 21 30

利息の支払額 △6 △4

法人税等の支払額 △246 △10

法人税等の還付額 － 42

営業活動によるキャッシュ・フロー △864 △337

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6 △0

投資有価証券の取得による支出 △4 △2

短期貸付金の増減額（△は増加） 1,000 1,799

その他 △0 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 989 1,786

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） － △1,000

リース債務の返済による支出 △19 △23

配当金の支払額 △111 △112

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △132 △1,136

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6 319

現金及び現金同等物の期首残高 378 265

現金及び現金同等物の四半期末残高
※１ 371 ※１ 585
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【会計方針の変更等】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年３月１日  至  平成25年８月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年３月１日以後に取得した有形固定資産に
ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

受取手形（期末未落込） －百万円 338百万円

　

※２  たな卸資産の内訳

　
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年８月31日)

商品 2,677 2,914

貯蔵品 5 5

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

給料手当及び賞与 655百万円 688百万円

賞与引当金繰入額 129百万円 77百万円

退職給付費用 84百万円 89百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円 4百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

現金及び預金勘定 371百万円 606百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －百万円 △21百万円

現金及び現金同等物 371百万円 585百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月22日
定時株主総会

普通株式 100 20.00 平成24年２月29日 平成24年５月23日 利益剰余金

優先株式 11 146.00 平成24年２月29日 平成24年５月23日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成25年３月１日  至  平成25年８月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月21日
定時株主総会

普通株式 101 20.00 平成25年２月28日 平成25年５月22日 利益剰余金

優先株式 10 138.00 平成25年２月28日 平成25年５月22日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自  平成24年３月１日  至  平成24年８月31日）および

当第２四半期連結累計期間（自  平成25年３月１日  至  平成25年８月31日）

当社グループは切削工具、機械工具、産業機器、工作機械等の販売およびこれら付帯業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年３月１日
  至  平成24年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年３月１日
  至  平成25年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 4円21銭 1円72銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 212 92

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 212 92

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,455 53,392

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3円48銭 1円51銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 10,653 7,716

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

（注）当社は、平成25年９月１日付けで普通株式１株につき普通株式10株の割合で株式分割を行っております。これに

伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

当社は平成25年９月26日開催の取締役会において、平成25年11月25日に臨時株主総会を開催し、会社法第156条第１項

の規定に基づき、自己株式（優先株式）の取得に係る事項について付議することを決議いたしました。

　

１　自己株式の取得を行う理由

資本政策の一環として、残存する第一回優先株式を全株取得することにより普通株式の希薄化を防ぎ、株主価値の

向上を図ることを目的として行うものです。

　

２　自己株式の取得の内容

(1)取得する株式の種類

第一回優先株式

(2)取得する株式の総数

47,854株

(3)株式の取得価額の総額

717百万円

(4)株式を取得できる期間

平成25年11月25日より平成25年12月16日まで

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   木　造　眞　博

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   岡　野　英　生

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年10月２日

株 式 会 社 N a I T O

取 締 役 会 御 中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社N a I T Oの平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
（平成25年６月１日から平成25年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成
25年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社N a I T O及び連結子会社の平成
25年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
強調事項
重要な後発事象に自己株式(優先株式)の取得に関する記載がある。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
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(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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